
５．１ はじめに
ダストプラズマは，イオンと電子以外に，微粒子が混在

する系である．ところが地上では，微粒子が重いため，プ

ラズマ生成用電極周囲に形成されるシース領域の電場に

よって微粒子が支えられる．シース領域は電気的中性では

ないことから，厳密な意味ではダストプラズマとは呼べな

い．そのため，微粒子をバルクのプラズマ中に保持できる

ことが期待される微小重力の利用が望まれる．

この観点からの微小重力実験の準備が，ロシアの Insti-

tute for High Energy Densities（IHED，当時），現 Joint In-

stitute for High Temperatures（JIHT）とドイツのMax-

Planck Institute forExtraterrestrial Physics（MPE）が中心

となって早い時期から始められた．長時間の微小重力環境

を得ることができる国際宇宙ステーション（International

Space Station，ISS）を用いたダストプラズマの微小重力実

験は，２００１年３月に開始された．用いられた装置は

PKE-Nefedov［１‐３］と呼ばれる．PKE-Nefedov は２００５年７

月まで運用され，多くの成果を上げた．しかし，粒子が存

在しないボイドと呼ばれる領域が装置の中心部に形成され

た［１，２］．ボイドの形成は，微小重力を利用することによっ

てバルクプラズマ中に微粒子を保持するとの観点からは，

望ましくない現象であった．

ボイド縮小をめざして，新しく開発された装置が PK-3

Plus［４‐７］である．PK-3 PlusもMPEと JIHTのジョイント

プロジェクトである．PK-3Plusは２００６年１月から実験が開

始され，２０１３年６月に運用が終了した．約７年半もの長き

にわたって運用がなされたことは，特筆すべき信頼性の装

置であったと言える．PK-3Plusの打上げと前後してドイツ

代表研究者の Prof. Dr. Dr.h.c. G. E. Mofill 氏が来日し，日本

の研究コミュニティに対して PK-3 Plus の利用を呼び掛け

た．これに対し，日本のコミュニティは概ね静観との立場

であったが，東辻浩夫岡山大学教授（当時）は，荷電粒子

系における臨界現象［８］の観察を行うために使えるのでは

ないかと考えた．今まで誰も見たことがない荷電粒子径の

臨界現象が観察できるならば大変興味深いと考え，PK-3

Plus 国際研究チームへの参加をめざすことにした．

PK-3Plus国際研究チームが中心となって，臨界点シンポ

ジウムが２００６年５月にフランス・オルレアンで開催され

た．本シンポジウムにおいて東辻モデル［９］の詳細が初め

て国際研究チームに紹介され，国際研究チームは大いに興

味をもった．２００６年７月には，Morfill 氏から宇宙航空研究

開発機構 ISS 科学プロジェクト室長に，東辻モデルに基づ

いた実験を実施したいので，国際研究チームでの打ち合わ

せ，実験運用，実験条件検討等に対する支援をお願いした

いとのレターが届いた．これを契機として，宇宙科学研究

本部本部長（当時，現宇宙科学研究所所長）諮問委員会で

ある宇宙環境利用科学委員会に支援の是非を諮った．２００６

年１１月と１２月の２度にわたる科学評価を経て，ISS 科学プ

ロジェクト室（以下，ISS 室）のミッションとして実施する

ことが適切であると答申された．その結果，２００７年１月か

らミッションが開始された．当初は PK-3 Plus が２～３年

で運用を終えると思われたため，ISS 室ミッションは２年

小特集 微小重力下の微粒子プラズマ研究－国際宇宙ステーション（ISS）における実験－

５．ISS 実験への参加の経緯
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ドイツとロシアが開発し，国際宇宙ステーション（ISS）に搭載したダストプラズマ実験装置 PK-3 Plus によ
る微小重力実験は，２００６年１月から２０１３年６月まで実施された．宇宙航空研究開発機構（JAXA）は，ダストプラ
ズマを使った荷電粒子系の臨界現象に関する研究を PK-3 Plus を用いて実施するべく，日本人研究者の国際研究
チームへの参加および研究遂行を支援した．支援開始に先立ち，宇宙環境利用科学委員会において科学評価を実施
した．支援はISS科学プロジェクト室のミッションとして実施された．臨界現象に関するモデルに基づいてPK-3Plus
の運転条件を決定し，微小重力実験を国際研究チームとして実施した．なお，微小重力実験は費用がかかり，か
つ機会が限られている．そのため，宇宙環境を利用した実験を計画したい方々に向けての手引きを最後に述べる．
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間の予定で始めた．しかし徐々に PK-3 Plus の運用期間が

延長されていき，それに伴い，日本チームが得る微小重力

実験が増えることが期待された．そのため，毎年度末に開

催される ISS 室ミッション評価においてミッション期間延

長を申請し，認められてきた．ISS 室ミッションの期間は，

最終的には２０１４年度末までとなった．現在，最終成果報告

書をまとめ，ミッション完了審査を待っている状況である．

以下では，２００７年１月から開始された ISS 室ミッション

について説明を行うと共に，今後宇宙環境を利用した実験

を計画したい方々に向けての簡単な手引きを述べる．

５．２ PK-3 Plus
前述のとおり，PK-3PlusはMPEが開発した装置である．

開発完了後，ロシア科学アカデミーの JIHTに引き渡され

た後，ロシア宇宙庁（ROSCOSMOS）とエネルギア社

（ENERGIA）により，２００５年１２月ロシアのプログレス補給

船を用いて打ち上げられた．位置付けとしてはロシアの装

置であり，ロシアのクルータイムリソースを使って運用さ

れる．軌道上での PK-3 Plus 運用時の様子を図１に示す．

PK-3 Plus の国際研究チームには，MPE，JIHTにそれぞれ

１名ずつ代表研究者が置かれ，JIHTが全体を統括する．ま

た，プロジェクトサイエンティストがMPEに置かれてい

る．ドイツ，ロシア以外には，フランス，日本が国際研究

チームへの主な参加国である．国際研究チームの全体像を

正確に知る立場にはないが，活動的な中心メンバーだけで

も２０名以上いると推測される．

図２に PK-3 Plus の概観を示す．直径 60 mmの RF電極

が上下に配置され，その電極の周囲に外径98 mmのグラン

ド電位のガードリングが配置されている．電極間距離は

31 mmである．側壁は内部が観察できるよう石英ガラス製

である．上下に３個ずつ，合計６個の粒子散布装置（ディ

スペンサー）が取り付けられている．それぞれのディスペ

ンサーには，直径 1.5，2.5，3.4，6.8，9.2，14.9 μmの単分散
微粒子が詰められている．RF発振器の最大出力は 4Wで

ある．主要な観察・計測装置であるビデオカメラは異なる

４種類の視野を有しており，それぞれGlowCamera，Over-

view Camera，Quadrant View（QV）Camera，High Reso-

lution（HR）Cameraと呼ばれる．GlowCameraには粒子か

らのレーザー散乱光をカットするフィルタを入れてあり，

中性ガスの励起光を観察することができる．

実験運用は，年２回程度のミッションと呼ばれる運用期

間に実施される．１ミッション期間内には，１回９０分程度

（準備等の時間を除く）の実験が２回程度実施される．実験

データは，ハウスキーピングデータおよびビデオデータで

ある．データは実験中のリアルタイムダウンリンクに加

え，ビデオデータが記録されたハードディスクは，ソユー

ズ帰還時に地球に持ち帰られる．

５．３ ISS科学プロジェクト室ミッション
ISS 科学プロジェクト室における PK-3 Plus ミッション

は，２００７年１月から２０１５年３月まで実施された．PK-3 Plus

は国際研究チームにより実験が実施されるので，実験提案

はまず国際研究チームに対して行い，興味をもってもらう

必要がある．ISS 室ミッション開始後，最初の国際研究

チーム会合は２００７年５月であった．この場で再度東辻モデ

ルの説明を行った．与えられたタスクとしては，PK-3 Plus

の具体的な運転条件を示してほしいとのことであった．

PK-3 Plus の制御可能パラメータは，高周波電力，ガス種，

ガス圧力，粒子径の４種類である．これらをどのように組

み合わせれば希望する密度，温度が達成できるかを予測す

る必要があった．しかし，軌道上の PK-3 Plus には重量，寸

法の制約からか，計測装置がビデオカメラとハウスキーピ

ングのみあり，軌道上での密度，温度を知ることができな

い．そのため，地上での計測データを援用することとした．

用いた装置は，PK-3Plusのラボモデルと称する地上実験用

装置である．このラボモデルはMPEが製作し，日本に貸与

されたものである．これにプローブを取り付け，計測が開

始された．計測を担当したのは，�橋和生京都工芸繊維大
学大学院准教授である．チャンバーの大きさが小さく，か

つ密度も低いため，計測は難航した．シングルプローブ，

共鳴プローブ，ダブルプローブ等いくつかのプローブ計測

を試み，最終的には適切な計測結果を得るに至っている

［１０］．しかし，２００７年時点ではまだ情報が少なく，推測に

図１ 軌道上での PK-3 Plus運用の様子：（a）制御装置，（b）プラ
ズマチャンバー．（提供：ROSCOSMOS / ENERGIA）

図２ PK−3 Plus概観図．
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基づいて運転条件を決めざるを得なかった．理論からの要

請として明確であったことは，大きな粒子径を用いる必要

があること，および高密度を得るために大電力が必要なこ

とであった．しかし，PK-3 Plus はボイドの縮小が可能に

なってはいたものの，それは小粒子径，小電力の場合であ

り，大粒子径，大電力ではボイドが出現することが分かっ

ていた．そのため，大粒子径，大電力時の様子をまず把握

するために，臨界点をめざす日本の提案に基づいた初の実

験は，２００７年１２月に２分間だけ実施された．データは２００８

年４月に日本に引き渡された．

その後データ解析が進められると共に，理論がさらに発

展し［１１‐１３］，２００８年７月に新しい提案が行われた．その後

すぐに微小重力実験が実施された．この時は２２分程度の実

験時間を得ることができた．なお，国際研究チーム会合は

この時最も大規模に開催され，マックスプランク財団が所

有する城（図３参照）で実施された．データ回収は２００９年

３月である．ところが，同年５月までに次の実験提案をし

てくれとの要請があり，間に合わせるためのデータ解析は

かなり大変であった．

同年５月に，次回の運転条件だけでなく，日本側要求を

整理し，まとめたものにMPEと協議した．その時点での実

験解析結果，中長期的な希望や目標を伝え，次回以降の運

転条件の概要を決定した．実験は同年７月に実施され，こ

の時はフルタイムとなる約１時間４０分の実験が実施された．

この実験から日本側は実験運用に参加した．実験運用はモ

スクワ近郊のミッションコントロールセンターで行われる．

PK-3Plusは，地上からのコマンド操作やコマンドシーケ

ンスを走らせるといった通常の機能の他に，ロシア人宇宙

飛行士によるマニュアル操作が可能である．コマンドシー

ケンスの進行を一時停止し，宇宙飛行士がプラズマの状態

を調整するといったことはしばしば行われる．このため，

実験中は宇宙飛行士がほぼ付きっきりとなる．豊富なク

ルータイムリソースを有するロシアならではの実験運用と

言える．人間による微調整が行われた方が，実験がより確

実に望ましい結果を得やすいことはいうまでもない．そし

て，これこそが本来は有人の最大の利点である．この利点

を活かすようにクルー訓練を行っており，ロシア人宇宙飛

行士は単なる作業員，操作員ではないことも特徴的であ

る．クルーが自分の目で見て，より望ましいプラズマを得

るために，地上と協議しながら微調整を行う．こういった

方式は，クルータイムリソース不足に悩む日本では困難で

あるが，有人とは一体何かを考えさせられる．

実験実施に先立ち，実験シーケンス確認用の実験装置が

組み立てられ，シーケンスが確認される．２００９年１０月には

この年２回目となる国際研究チーム会合が開催され，その

際に７月実施の実験データも引き渡された．２０１０年１月に

は，再び約２２分間の微小重力実験機会を得ることができ

た．データは同年５月に引き渡された．その後も，２０１０年

７月，２０１１年１月，２０１２年７月と，合計７回もの微小重力

実験機会を得ることに成功した．これほどの豊富な実験機

内に恵まれるとは，ミッション開始当初全く予想していな

かったことである．臨界点予測のモデルが研究チームの強

い興味を惹いた証拠の一つであろう．

本章においては，データ解析の結果等については述べな

いが，次の６章において述べられる．

５．４ ミッションまとめ
少なくとも１回，できれば２回の微小重力実験機会を得

ることをめざして，ISS室ミッションとしてPK-3Plus国際

協力を実施した．日本の研究チームの努力と，国際研究

チームおよびドイツ，ロシアの理解と協力により，当初目

標としていた実験回数よりもはるかに多い合計７回もの実

験機会を得ることができた．実験では大粒子径，大電力を

用いたため，大きなボイドの形成を避けることはできな

かった．また大電力と言いつつも，最大で 4Wの装置であ

るので，電力不足であったことは否めない．一方，PK-3

Plus においては，更なる大粒子径，大電力は，ボイドをま

すます巨大にし，観察可能領域を縮小するだけであり，実

験の困難さが増すだけである．したがって，大電力であっ

てもボイドが小さい，あるいは存在しないといった新しい

装置が求められる．そのためには，ボイド形成メカニズム

の理解がまず必要となる．この点についても，日本の研究

チームは研究を進めており，理解が進みつつある．

５．５ 微小重力実験実現をめざすには
最後に，微小重力実験を将来めざしたい方々への手引き

を少々述べたい．初めにお断りしておくが，以下に述べる

ことはJAXAあるいは宇宙科学研究所（ISAS）の公式見解

ではなく，著者の個人的見解である．したがって，当たっ

ている箇所もあれば外れている箇所もあるであろう．不正

確かもしれないが，それでも情報提供しないよりはした方

がよいと考えて述べることにする．

現在の微小重力実験では，大きく分けて，JEM「きぼう」

を使うか，そうでないかによって，実現方法が異なる．前

者の場合，「きぼう」利用公募に応募する必要がある．「き

ぼう」利用公募では，「きぼう」利用推進委員会が提案書

を評価し，実験候補を推薦する．最終決定は JAXA理事会

で行われる．一方後者の場合，実は明確な利用手順は存在図３ 国際研究チーム会合会場．
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しなかった．そのため，PK-3 Plus のように他国装置利用に

おいては，他国からJAXAへの日本チームの支援要請をト

リガとせざるを得なかった．PK-3 Plus に限らず，支援要請

等のレターをトリガとして，１件１件都度判断を下してき

たのが実情である．利用したい側からすれば，おそらくは

大変不便なことであると思う．

ところが，JAXAが研究開発法人へ移行することに伴っ

て，大幅な組織改革が現在進行中である．宇宙環境利用科

学委員会の見直しもその一つで，これまでの宇宙環境利用

科学委員会は昨年度末をもって廃止となった．本原稿執筆

時点では明確なことは決まっていないが，新しい形の委員

会を立ち上げるべく努力中である．したがって，新委員会

の機能を現段階で述べることはできないが，いくつか想定

される機能はある．まだ何も決まっていないため，蓋を開

けてみると全然違っているではないかとお叱りを受けるこ

とを覚悟の上で，想定される機能の一つを書くと，従来，

ワーキンググループ（WG），リサーチチーム（RT）と呼ん

できた研究班の全部または一部継承が考えられる．WGと

は，Pre-Phase A と呼ばれる作業を実施するための集団で

あり，Pre-Phase A では，フライト品の元になる機器のう

ち，キーコンポーネントの試作品を設計，開発するのがメ

インの仕事となる．このキーコンポーネントを基に，エン

ジニアリングモデル（EM）と呼ばれるフライト品の試作

品を開発し，EMを基にフライト品（フライトモデル，

FM）を作っていく．なお，RTとは，WGへの昇格をめざ

して活動する研究チームのことである．

研究者の基本的行動として，微小重力実験を行い人が最

初に取るべき行動は，科研費取得をめざすことであろう．

しかし，微小重力実験を行うには，資金規模として科研費

だけでは到底賄えないし，段階を踏んで何年もかけてフラ

イト品を作っていく．そのため，WGやRTといった仕組み

を用意していた．しかし，WG活動だけではフライト品を

飛ばすには至らない．そこで新たに ISASが用意した枠組

みが，小規模プロジェクトである．小規模プロジェクトに

は３種類の資金枠があり，規模の大きい順に，１０億を超え

１００億以下，１億を超え１０億以下，５０００万を超え１億以下と

なっている．いずれも科研費等の外部資金を加えたプロ

ジェクト資金総額である．別の言い方をすれば，外部資金

を獲得できない提案は小規模プロジェクトで選定される可

能性は極めて小さくなるであろう．

小規模プロジェクトは公募ではあるが，応募できるのは

WGあるいはそれに類する研究チームに限られる．理由は，

要求される審査対象文書が多数あり，一定の完成度が求め

られるためである．しかし，研究チームの努力の甲斐あって，

小規模プロジェクトに選定されれば，海外装置利用の場合

は「きぼう」利用推進委員会とは無関係であるので，いつ

実験ができるかは，海外との調整次第となる．この観点から

は，従来よりも明確な応募手順が構築されたといえるだろう．

一方，「きぼう」利用の場合は，小規模プロジェクトに

選定されたからといって飛ぶことが約束されるわけではな

く，「きぼう」利用推進委員会が推薦し，理事会で選定さ

れる必要がある．しかし，「きぼう」利用推進委員会の推

薦に際しての方針がこの度変更になったと聞いている．実

際にどう変わるかは，新しい公募が発出されるまでわから

ないが，ISASと同様に外部資金の獲得状況が重視される

という情報がある．もしそうであれば，科研費を取り，か

つ小規模プロジェクトで選定され，微小重力実験実施まで

の資金をもっている提案が選定されないはずはないと考え

る．この観点からも，ISASの小規模プロジェクトを勝ち取

ることには意味がある．

以上をまとめると，WGあるいはそれに類する仕組みは

現時点で不透明ではあるものの，何らかの形で用意できる

ように努力している．しばらくはWG活動でレベルアップ

を図り，やがて小規模プロジェクトに提案し，選定される．

海外装置利用希望の場合は，選定プロセスは以上であり，

後は微小重力実験めざして頑張ることになる．一方，「き

ぼう」利用の場合はさらに「きぼう」利用公募に応募し，選

定される必要があるが，小規模プロジェクトに通っている

提案が，そうではない提案に比べて格段の強みがあること

はいうまでもない．

一方で考えておかなくてはならない点として，２０２４年ま

での ISS 延長問題である．もし，我が国は２０２０年で打ち切

ると決まると，実験装置開発に２～３年は要することを考

えると，残された時間は非常に短い．仮に２０２４年まで延長

されることが決まったとしても，小規模プロジェクト選定

までに残された時間はせいぜい４～５年程度である．した

がって，２０２０年までに比べると多少緩和されるとはいえ，

時間的に厳しいことには変わりない．ところが，他国に目

を向けると状況は変わる．例えばロシアでは２０２７年頃に最

後のモジュールが取り付けられるとの情報がある．モ

ジュールを取り付けてすぐに破棄するはずはないので，短

く見積もっても，２０３０年頃まで運用される可能性はあるの

ではないだろうか．「きぼう」を利用する方が，有人関係

の部署の支援を得やすいので，利用する側にとって楽な点

があるのは確かである．しかし，万一２０２４年あるいはそれ

以前に「きぼう」の運用が終わることになったとしても，

それが即ち長時間微小重力利用機会の終焉とは限らないこ

とは強調しておきたい．宇宙計画は頻繁に計画変更がなさ

れ，計画の長期的な信頼性はあまりないことがあるが，必

ずしも悲観的になる必要はないと考えている．
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